
平成 12年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 12年 5月 16日

上   場   会   社   名    ユニ・チャーム株式会社 上場取引所 東

コード番号    8113 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常 務 取 締 役 愛媛県

　　　　　　  氏　　        名　　　　丸  山   茂  樹 TEL (03) 3447 - 5111
決算取締役会開催日　　平成 12年 5月 16日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 12年 6月 29日

１. 12年 3月期の業績（平成 11年 4月 1日 ～ 平成 12年 3月 31日）
(1)経営成績

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 3月期 164,279 △ 5.7 12,529 △ 21.6 14,383 △ 18.0

11年 3月期 174,174 1.5 15,970 5.2 17,537 2.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

12年 3月期 9,022 △ 4.8 127.33 - 10.2 11.5 8.8

11年 3月期 9,478 24.9 132.29 132.28 11.3 14.2 10.1

(注)①期中平均株式数 12年 3月期    70,862,492 株          11年 3月期    71,653,806 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

12年 3月期 19.00 9.00 10.00 1,346 14.9 1.4

11年 3月期 17.00 8.00 9.00 1,204 12.7 1.4

（注）12年 3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　              円     銭、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 3月期 127,907 93,971 73.5 1,326.02

11年 3月期 123,039 83,590 67.9 1,179.69

（注）期末発行済株式数　12年 3月期    70,866,891　株　　　11年 3月期    70,858,259株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 82,500 8,400 5,350 10.00 － －

通　　期 165,000 15,500 9,800 － 10.00 20.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   138 円 29 銭 



１１．個 別 財 務 諸 表 等 １１．個 別 財 務 諸 表 等 １１．個 別 財 務 諸 表 等 １１．個 別 財 務 諸 表 等 
(1) 貸借対照表(1) 貸借対照表(1) 貸借対照表(1) 貸借対照表

(単位　百万円)
期　別 前　　　　期 当　　　　期当　　　　期当　　　　期当　　　　期 増　減

（平成11年3月31日現在） （平成12年3月31日現在） (△印減）
　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％
資　産　の　部

Ⅰ 流　動　資　産 52,400 42.6 64,737 50.6 12,336
現 金 及 び 預 金 12,839 13,113 273
受 取 手 形 2,341 1,942 △399
売 掛 金 18,657 21,109 2,451
有 価 証 券 7,994 17,339 9,344
自 己 株 式 0 0 0
製 品 商 品 3,546 4,245 698
原 材 料 213 - △213
貯 蔵 品 2,090 1,209 △880
前 払 費 用 273 354 81
繰 延 税 金 資 産 - 992 992
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 635 1,235 600
未 収 入 金 2,223 2,537 314
そ の 他 1,753 809 △943
貸 倒 引 当 金 △170 △154 16

Ⅱ 固　定　資　産 70,634 57.4 63,170 49.4 △7,464
1.有 形 固 定 資 産  40,427 32.9 25,398 19.8 △15,029
建 物 11,513 5,142 △6,370
構 築 物 615 263 △352
機 械 及 び 装 置 6,445 427 △6,017
車 両 及 び 運 搬 具 12 5 △7
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品 490 417 △73
土 地 19,095 19,092 △3
建 設 仮 勘 定 2,254 49 △2,204

2.無 形 固 定 資 産 132 0.1 4,302 3.4 4,169
借 地 権 60 60 -
商 標 権 6 5 △1
ソ フ ト ウ エ ア - 4,175 4,175
電 話 加 入 権 61 57 △4
そ の 他 4 3 △0

3.投資その他の資産 30,074 24.4 33,469 26.2 3,395
投 資 有 価 証 券 6,993 6,339 △653
関 係 会 社 株 式 10,024 10,703 679
出 資 金 463 435 △27
関 係 会 社 出 資 金 1,239 1,643 403
長 期 貸 付 金 - 500 500
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 8,711 11,222 2,510
長 期 前 払 費 用 1,826 28 △1,797
繰 延 税 金 資 産 - 1,485 1,485
差 入 保 証 金 953 815 △137
そ の 他 1,061 1,039 △22
貸 倒 引 当 金 △143 △122 21
関係会社投資評価損引当金 △1,055 △622 433

Ⅲ 繰　延　資　産 4 0.0 - - △4
社 債 発 行 差 金 4 - △4

資　産　合　計 123,039 100.0 127,907 100.0 4,867

－２－



(単位　百万円)
期　別 前　　　　期 当　　　　期当　　　　期当　　　　期当　　　　期 増　減

（平成11年3月31日現在） （平成12年3月31日現在） (△印減）
　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％
負　債　の　部

Ⅰ 流　動　負　債 35,803 29.1 30,016 23.5 △5,787
支 払 手 形 13,539 8,467 △5,072
買 掛 金 8,285 9,976 1,690
１ 年 内 償 還 の 社 債 495 - △495
未 払 金 7,786 6,912 △873
未 払 消 費 税 等 474 669 194
未 払 費 用 113 258 145
未 払 法 人 税 等 3,408 2,099 △1,308
預 り 金 163 154 △9
前 受 収 益 29 232 202
賞 与 引 当 金 1,451 1,218 △233
そ の 他 56 28 △28

Ⅱ 固　定　負　債 3,644 3.0 3,919 3.0 275
退 職 給 与 引 当 金 827 998 170
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,164 1,031 △132
受 入 保 証 金 1,617 1,884 266
長 期 前 受 収 益 34 4 △29

負 債 合 計 39,448 32.1 33,936 26.5 △5,512

資　本　の　部
Ⅰ 資 本 金 15,979 13.0 15,992 12.5 13
Ⅱ 資 本 準 備 金 18,576 15.1 18,590 14.5 14
Ⅲ 利 益 準 備 金 1,576 1.3 1,720 1.4 143
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金 47,458 38.5 57,666 45.1 10,208

任 意 積 立 金 37,580 45,477 7,896
  配 当 準 備 積 立 金 400 400 －
　海外投資等損失準備金 59 - △59
  株 式 消 却 積 立 金 1,016 - △1,016
  特 別 償 却 準 備 金 55 27 △27
  別   途   積  立  金 36,050 45,050 9,000
当 期 未 処 分 利 益 9,877 12,189 2,311

資 本 合 計 83,590 67.9 93,971 73.5 10,380

負 債 資 本 合 計 123,039 100.0 127,907 100.0 4,867

－３－



(2) 損益計算書(2) 損益計算書(2) 損益計算書(2) 損益計算書
(単位　百万円)

期　別 前　　　　期 当　　　　期当　　　　期当　　　　期当　　　　期 増　減
自 平成10年4月 1日 自 平成11年4月 1日  
至 平成11年3月31日 至 平成12年3月31日 (△印減）

　科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額
％ ％

Ⅰ 売       上       高 174,174 100.0 164,279 100.0 △9,895
Ⅱ 売    上    原    価 99,023 56.8 96,042 58.5 △2,980

売 上 総 利 益 75,150 43.2 68,236 41.5 △6,914
Ⅲ 販売費 及び 一般管理費 59,180 34.0 55,707 33.9 △3,473

営 業 利 益 15,970 9.2 12,529 7.6 △3,441
Ⅳ 営   業   外   収   益  2,444 1.4  2,758 1.7 313

受 取 利 息 345 374 29
有 価 証 券 利 息 74 268 193
受 取 配 当 金 1,861 1,413 △448
有 価 証 券 売 却 益 29 80 50
雑 収 入 132 621 488

Ⅴ 営   業   外   費   用 876 0.5 903 0.5 26
支 払 利 息 109 124 15
社 債 利 息 4 3 △1
売 上 割 引 160 30 △129
有 価 証 券 評 価 損 17 45 27
投 資 有 価 証 券 評 価 損 400 459 59
為 替 差 損 31 192 160
雑 損 失 153 47 △106
経 常 利 益 17,537 10.1 14,383 8.8 △3,154

Ⅵ 特   別   利   益 63 0.0 445 0.3 382
関係会社投資評価損引当金戻入益 - 433 433
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 63 12 △50

Ⅶ 特   別   損   失 775 0.4 115 0.1 △660
固 定 資 産 除 却 損 260 115 △145
固 定 資 産 売 却 損 24 - △24
関係会社投資評価損引当金繰入額 198 - △198
関 係 会 社 株 式 売 却 損 293 - △293
税 引 前 当 期 純 利 益 16,825 9.7 14,714 9.0 △2,110
法人税､住民税及び事業税 7,346 4.3 5,429 3.3 △1,916
法 人 税 等 調 整 額 - - 261 0.2 261
当 期 純 利 益 9,478 5.4 9,022 5.5 △456
前 期 繰 越 利 益 1,022 1,108 85
株式消却積立金取崩額 8,983 - △8,983
自 己 株 式 消 却 額 8,983 - △8,983
過 年 度 税 効 果 調 整 額 - 2,740 2,740
税効果会計適用に伴う
特別償却準備金取崩額 - 19 19
中 間 配 当 額 566 637 70
中間配当に伴う

利益準備金積立額 56 63 7
当 期 未 処 分 利 益 9,877 12,189 2,311

－４－



(3) 利益処分案(3) 利益処分案(3) 利益処分案(3) 利益処分案
(単位　百万円)

　　　　　　　　　期　　別 前　　　　期 当　　　　期当　　　　期当　　　　期当　　　　期
科　　目 金       額 金       額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 9,877 12,189

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 高

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 高 1,016 -

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 高 7 4

海外投資等損失準備金取崩高 59 -

合　　　　　　計 10,960 12,193

Ⅲ 利  益　処　分　額

利 益 準 備 金 80 90

配 当 金 637 708
（普通配当　　9円） （普通配当　10円）

役 員 賞 与 金 135 112
( う ち 監 査 役 賞 与 金 ) ( 5 ) ( 2 )

任 意 積 立 金

   別   途    積   立   金 9,000 10,000

Ⅳ 次  期  繰  越  利  益 1,108 1,283

(注)  １．平成10年12月10日に 566百万円(1株につき 8 円) の中間配当を実施致しました。
      ２．平成11年12月10日に 637百万円(1株につき 9 円) の中間配当を実施致しました。
      ３．特別償却準備金は､租税特別措置法に基づくものであり､当期については税効果考慮後
          の金額であります｡

－５－



重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
取引所の相場のある有価証券･････････移動平均法による低価法(洗替え方式)

上記以外の有価証券･････････････････移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法････総平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産･･･････････････････････法人税法の規定による定率法

ただし､平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は
除く)については､定額法を採用しております｡

無形固定資産･･･････････････････････法人税法の規定による定額法
  ただし、ソフトウエア(自社利用分)については社内における
見込利用可能期間(5年)による定額法を採用しております｡

４．繰延資産の処理方法
社債発行差金･･･････････････････････新株引受権付社債に係る社債発行差金については、社債償還期

間(3年)にわたり均等償却しております。
５．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金･････････････････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定による

限度相当額(法定繰入率)のほか、個別の債権の回収不能見積額
を計上しております。

(2) 関係会社投資評価損引当金･･･････････関係会社に対する投資価値の低落に備えるため、純資産の減少
に応じた金額を計上しております。

(3) 賞与引当金･････････････････････････従業員に対する賞与の支給に充てるため、次回支給予定額のう
ち当期に対応する金額を計上しております。

（4) 退職給与引当金･････････････････････従業員の退職金の支給に充てるため、期末自己都合退職による
要支給額の40％相当額を計上しております。
なお、当社は退職金制度の他に調整年金制度（連合型）を導入
しております。

（5) 役員退職慰労引当金･････････････････役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に
基づく期末要支給額を計上しております｡

６．リース取引の処理方法････････････････リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

７．消費税等の会計処理･･････････････････税抜方式を採用しております。

－６－



(追加情報)

１．自社利用ソフトウエア

  自社利用のソフトウエアについては ｢研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実
務指針｣ (日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第12号 平成11年3月31日)の経過措置の
適用により､従来の会計処理方法を継続適用しております｡ ただし､同報告により上記に係る
ソフトウエアの表示については､当期より投資その他の資産の ｢長期前払費用｣から無形固定
資産の ｢ソフトウエア｣ に変更しております｡ 減価償却方法は､ 社内における利用可能期間
(5年)に基づく定額法によっております｡

２．税効果会計の適用

  財務諸表等規則の改正により､当期から税効果会計を適用しております｡ これに伴い､税効
果会計を適用しない場合と比較して､流動資産が 992百万円､投資その他の資産が 1,485百万
円増加し､当期純利益は 261百万円少なく､当期未処分利益は 2,498百万円多く計上されてお
ります｡

－７－



注記事項注記事項注記事項注記事項
(貸借対照表関係)

前 期 当当当当 期期期期

１．有形固定資産の減価償却累計額 20,231 百万円 5,853 百万円

２．外貨建資産・負債
科 目 外 貨 額貸借対照表外 貨 額貸借対照表

計 上 額 計 上 額
( 百 万 円 ) ( 百 万 円 )

現 金 預 金米ﾄﾞﾙ 13,404千 1,615 1,798千 190
売 掛 金米ﾄﾞﾙ 4,589千 553 5,279千 560

台湾ﾄﾞﾙ 53,025千 191 55,918千 188
関係会社貸付金 ﾀｲﾊﾞｰﾂ 57,000千 182 - -

米ﾄﾞﾙ - - 1,600千 169
関係会社株式台湾ﾄﾞﾙ 300,477千 1,401 300,477千 1,401

ｵﾗﾝﾀﾞｷﾞﾙﾀﾞｰ 18,225千 1,149 18,225千 1,149
ﾀｲﾊﾞｰﾂ 620,743千 2,327 673,743千 2,472
米ﾄﾞﾙ 5,000千 585 5,000千 585
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ 33,046,920千 970 33,046,920千 970
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞｯﾄﾞ 4,000千 139 4,000千 139
韓国ｳｫﾝ 8,327,249千 937 11,049,312千 1,236

出 資 金米ﾄﾞﾙ 784千 112 784千 112
関係会社出資金米ﾄﾞﾙ 10,875千 1,239 14,221千 1,643
買 掛 金米ﾄﾞﾙ 1,012千 122 - -

３．授権株数 198,275,711 株 198,275,711 株
    発行済株式総数 70,858,259 株 70,866,891 株
    自己株式の数 72 株 85 株

４．関係会社に対する資産及び負債
売 掛 金 1,008 百万円 2,918 百万円
未 収 入 金 2,168 百万円 1,490 百万円
買 掛 金 6,023 百万円 9,187 百万円

５．関係会社の金融機関からの借入金等に対する保証債務
4,559 百万円 4,180 百万円
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(損益計算書関係)
前 期 当当当当 期期期期

１．関係会社との取引にかかるものが次の通り含まれております｡
62,793 百万円 78,772 百万円
248 百万円 310 百万円

1,687 百万円 1,334 百万円

２．販売費及び一般管理費の主な内訳
8,392 百万円 7,477 百万円
22,339 百万円 17,811 百万円
7,049 百万円 7,452 百万円
2,600 百万円 4,130 百万円
19 百万円 - 百万円

5,227 百万円 5,327 百万円
1,158 百万円 1,216 百万円
247 百万円 195 百万円
94 百万円 53 百万円
754 百万円 728 百万円

2,535 百万円 2,199 百万円

   販売費及び一般管理費のうち販売費割合 約82 ％ 約80 ％

３．研究開発費の総額
一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費

2,535 百万円 2,204 百万円

４．固定資産の除却損の内訳
9 百万円 80 百万円
44 百万円 8 百万円
141 百万円 14 百万円
14 百万円 10 百万円
49 百万円 - 百万円

５．固定資産の売却損の内訳
1 百万円 - 百万円
23 百万円 - 百万円

販 売 運 賃 諸 掛
販 売 促 進 費
広 告 宣 伝 費
諸 手 数 料
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
従 業 員 給 与 ・ 賞 与
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退職給与引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額

減 価 償 却 費
研 究 開 発 費

商 品 仕 入 高
受 取 利 息
受 取 配 当 金

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 ､ 器 具 及 び 備 品
建 設 仮 勘 定

工 具 ､ 器 具 及 び 備 品
土 地
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(リース取引関係)
前 期 当当当当 期期期期

    リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
工 具 器 具 工 具 器 具
及び備品等 及び備品等

1.取得価額相当額 2,053 百万円 2,661 百万円
　減価償却累計額相当額 1,170 百万円 1,150 百万円
　期末残高相当額 883 百万円 1,511 百万円
2.未経過リース料期末残高相当額

１年内 429 百万円 461 百万円
１年超 453 百万円 1,049 百万円
合計 883 百万円 1,511 百万円

3.支払リース料(減価償却費相当額) 464 百万円 531 百万円
4.減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
  おります。
5.上記注記は､有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため
　財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっております。

(税効果会計関係)
当当当当 期期期期

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金繰入超過額 309 百万円
未払事業税 215 百万円
土地負債利子損金不算入額 396 百万円
役員退職慰労引当金 433 百万円
店頭売買株式評価減 382 百万円
関係会社投資評価損引当金 261 百万円
その他 496 百万円

繰延税金資産合計 2,495 百万円
（繰延税金負債）

特別償却準備金 16 百万円
繰延税金負債合計 16 百万円
繰延税金資産(又は負債)の純額 2,478 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 42.1 ％
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 ％
受取配当等永久に益金に算入されない項目 △3.3 ％
住民税均等割等 0.3 ％
その他 △1.1 ％
  税効果適用後の法人税等の負担率 38.7 ％
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(有価証券の時価等)

(単位 百万円)

期　　別 前 期  (平成11年3月31日現在) 当 期 当 期 当 期 当 期  (平成12年3月31日現在)

貸借対照表 貸借対照表

種　　類 計  上  額 時　     価 評 価 損 益 計  上  額 時　     価 評 価 損 益

(1)流動資産に属するもの

株　　　式 59 2,755 2,695 159 4,208 4,048

債　　　券 － － － － － －

そ　の　他 － － － － － －

小　　　計 59 2,755 2,695 159 4,208 4,048

(2)固定資産に属するもの

株　　　式 6,323 8,058 1,734 5,880 7,585 1,705

債　　　券 － － － － － －

そ　の　他 － － － － － －

小　　　計 6,323 8,058 1,734 5,880 7,585 1,705

合　　     　計 6,383 10,813 4,430 6,040 11,794 5,754

(注)　１．時価(時価相当額を含む)の算定方法

①   上    場    有   価    証   券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。

②   店  頭  売  買  有  価  証  券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

　　　２．株式には自己株式を含んでおります｡

         自己株式の評価損益は次の通りであります｡

前　　期　 当　　期　当　　期　当　　期　当　　期　

流動資産に属するもの 0 百万円 0 百万円

　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

前　　期　 当　　期　当　　期　当　　期　当　　期　

(流動資産)

マネー・マネージメント・ファンド 5,941 百万円 12,375 百万円

ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ期間内の証券投資信託の受益証券 1,994 百万円 1,300 百万円

中期国債ファンド － 百万円 3,204 百万円

外国法人の発行する譲渡性預金 － 百万円 300 百万円

(固定資産)

店頭売買株式を除く非上場株式 10,693 百万円 11,162 百万円

（うち関係会社株式） （10,226 百万円） （10,703 百万円）
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(デリバティブ取引の契約額等､時価及び評価損益)

(通貨関連)

(単位　百万円)

前 期  (平成11年3月31日現在) 当 期 当 期 当 期 当 期  (平成12年3月31日現在)

種      類 契  約  額  等 契  約  額  等

うち１年超 うち１年超

市 為替予約取引

場 買 建

取 米　 ド　 ル 387 － 383 △4 513 － 513 0

引 オプション取引

以 売 建

外 プ  ッ  ト － － － － 300 － － －

の 米　 ド　 ル － － － － (3) － (△8) (△11)

取

引

合計 － － － △4 － － － △11

(注)　１．期末の為替相場は先物為替相場を使用しております。
　　　２．｢外貨建取引等会計処理基準｣により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については､
　  　　　注記の対象から除いております。
　　　３．買予約の米ドルは輸入代金の支払いに使用を予定しております｡
　　　４．オプション取引における括弧書きは受取オプション料であります｡

時  価 評価損益
区
分 時  価 評価損益時  価 評価損益時  価 評価損益
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１２．役 員 の 異 動１２．役 員 の 異 動１２．役 員 の 異 動１２．役 員 の 異 動

該当事項はありません。

以上
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